


対話型生成AI「x-MirAI」の運用を開始

「2030年に向けたビジョン」の達成に向けて、「奥村組のDX」を策定
し、その道標としてDX戦略ロードマップを設定しています。以下の通り、
各領域において順調に取り組みを進めています。

·スマート施工 ： 無人搬送車の試行や施工管理支援システム
の全社導入を実施中。

·建設プロセスの変革 ： BIM/CIMの活用割合を全現場の60％ま
でに拡大。

·AI・データ活用 ： 対話型生成AIサービスを全社導入。
事業部門と協力しデータ分析を実施中。

本システムは、デジタル空間に4次元モデルで建設現場を再現
するもので、㈱DTSインサイトのloTプラットフォームの技術を
ベースに奥村組独自の4次元シミュレーション技術とノウハウを
組み合わせ実現しました。

全ての操作をWebブラウザ上で行えるため、高機能PCや特
別なソフトウェアが不要であり、ネットを介し事務所や遠隔地から
も確認可能です。重機や安全設備の3次元モデルを配置するこ
とで、施工ステップに応じたシミュレーションを容易に行えます。
また過去の4次元モデルとWebカメラ映像をシステム上で閲覧
することができます。

大阪・関西万博ガスパビリオンの設計および施工においては、
BIMモデルを一貫して活用する取り組みを行いました。複雑な形
状の鉄骨や外装膜の納まりを決定するためにBIMモデルを構築
しています。関係者間の合意形成についても最新のBIMモデル
を用いて行われ、変更があればリアルタイムに更新していきます。
XRデバイスによる納まりや施工性の検証、完成形の確認、3Dプ
リンターによる模型、UAVによる空撮、点群レーザースキャナな
ど最新のデバイスを積極的に活用して、生産性向上への寄与お
よび関係者間の意見を取り入れ、要望の実現を目指しました。

業務の効率化による生産性向上を目的として、当社グループ専用の対話型生成AI
「x-MirAI（クロスミライ）」を構築し、2024年8月から運用を開始しました。x-MirAI
は入力した情報が外部に漏洩しないセキュアな環境を確保しています。社内規程を
参照した文章生成機能や、技術文書など専門性が高い文書の作成支援となる機能開発を進めています。

2024年11月7日に2024年度『インフラDXコンペ』（主催：国土交通
省近畿地方整備局）がインテックス大阪（大阪府大阪市）で開催されました。
本コンペは、「生産性向上」「安全性向上」「働き方改革」などインフラ分野
のDXに活用できる優れた技術の発掘と開発促進を目的としています。

当社は、AI安全帯不使用者検知システム「KAKERU」を本コンペに応募
し、「優秀技術賞」を受賞しました。なお、多数の現場で稼働していますが、
更なるバージョンアップを目指して開発を進めています。

当社のDX戦略ロードマップ システム概要

施工シミュレーション画面

BIMモデルによる建方計画

外観BIMモデル 外観写真

ミライちゃん

ICT統括センター イノベーション部 　廣瀬　年彦 建築本部 BIM推進室 　脇田　明幸

表彰状

カメラ映像による判定状況例

引き続き、デジタル技術の活用により「人と自然を大切にし、未来づくりに貢献する総合インフラストラクチャー」へのトランスフォー
メーションを推進していきます。

私たちは日々の業務において、多くの情報を扱い、迅速か
つ正確な文書の作成が求められています。x-MirAIの導入によ

り、従来の作業時間を大幅に短縮できると期待しています。これからは段階的に社内規程や社内システムなどと連
携させていくことで、奥村組の実務に即した業務支援ツールへと進化させ、業務効率化に貢献していきます。
（ミライちゃん【生成AI】による原案作成）

　建設業は、全産業のなかで、墜落・転落
災害が最も多い業界です。建設業で働く方
達が安心・安全に働いてほしいという思いか
ら、KAKERUを開発しました。KAKERU の導入によって、作業
員の安全意識が向上し、結果として墜落・転落災害の減少につな
がることを期待しています。

　Web ブラウザで手軽に 4Dモデ
ルを確認でき、特別なハードやソフ
トが不要な点が大きな利点です。今
後は、山岳トンネルや造成工事など
への展開を進め、映像データ解析AI の開発を通じて施工
実績の自動計算による効率化等の実現や安全管理の強化
を目指します。

　各スパンや接合部毎に形の異なる
部材の形状を決定することが大きな
課題でした。そこで各部材の 3次元
形状を決定するルールを定め、その
ルールに従って自動的に BIMモデルが生成される仕組み
を用いました。条件の数値を変更すれば全箇所の部材が
追従して変更されるため大幅な時間短縮を図ることがで
きました。

 担当者の声Voice

 担当者の声Voice

 担当者の声Voice

 担当者の声Voice

AI安全帯不使用者検知システム「KAKERU」が
インフラDXコンペで「優秀技術賞」を受賞

奥村組のDX デジタルツイン構築による現場業務の効率化

3次元BIMモデルを一貫して活用する取り組み

土木本部 土木工務部 　高尾　篤志
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今後、高い確率で発生が懸念されている巨大地震による長周期地震動※4 への対
策技術として、免震建物向けにVOD® を開発しました。巨大地震時の優れた変位

抑制効果を活かし、狭小敷地に計画される免震建物などへの適用を提案していきたいと思います。

 担当者の声Voice

技術本部 技術研究所 建築研究グループ　小山　慶樹

鉄骨造建物における基礎工事の省力化、省人化を目指し、本工法を開発しました。
物流倉庫のような大規模な建物では、部材の小さな省力化が全体の大きな省力化につ

ながります。先に開発した RCS 工法やハイブリッド梁工法と合わせ、より効率的な設計法をこれからも提案して
いきたいと思います。

 担当者の声Voice

技術本部 技術研究所 建築研究グループ　山上　聡

山岳トンネル工事における覆工コンクリートの施工は、負荷の大きい
作業が多いことや熟練した技能労働者の減少が課題として挙げられて
います。そこで、覆工コンクリート施工の省力化・省人化を目的に「自動
打設システム」を開発しました。覆工コンクリートの型枠に設置した圧力
計から算出したコンクリートの打上り高さに応じて、圧送ポンプと型枠
バイブレータを制御するシステムです。

作業の自動化によって、技能労働者への負荷の軽減や省人化が可能
になるとともに、定量的な値に基づく制御によって技能労働者の熟練
度に依存せず再現性の高い施工が行えます。

現在、実施工への適用に向けて準備を進めています。引き続き技術
のブラッシュアップを図るとともに、移動式鋼製型枠の設置や養生など
の工程を含めた自動化に取り組み、山岳トンネル工事のさらなる生産
性向上を目指します。

※1  掘削後の地山の安定性向上や、耐久性確保を目的として形成されるコンクリー
ト製内壁

　近年、高速道路の既設床版の老朽化対策として床版取替による大規模更新工事が多く発注されています。床版取替工事の施工性向上を目
的に、プレキャスト※2PC床版※3を矩形状のスパイラル筋「Zスパイラル筋」を用いて接合する「Zスパイラル工法」を昭和コンクリート工業㈱と
共同で開発しました。本工法で接合したプレキャストPC床版は、床版の耐久性を評価する輪荷重走行試験により、100年に相当する耐久性を
有することを確認しました。今後は、高速道路の床版取替工事に本工法を積極的に提案し、普及・展開を図っていきます。

　鉄骨造の建築物において、基礎梁を鉄骨造の梁として既製杭と接合する「鉄骨基礎梁工法」を開発し、（一財）日本建築総合試験所の建築技
術性能証明（GBRC 性能証明 第24-20号）を取得しました（特許出願中）。
　本工法は、杭を埋め込んだ下部フーチングと、上部構造の柱と基礎梁の接合部を巻き込んだ上部フーチングを直列的に結合することが特
徴です。適用効果として、基礎梁を鉄筋コンクリート造の梁とした場合と比べて、基礎梁重量の減少による杭径等の縮小にともなう杭工事費
の削減や、鉄筋・型枠・コンクリートなどの躯体数量の減少にともなう施工の省力化と工期短縮が期待でき、工期・建物重量ともに従来工法よ
り10～20%削減できます。今後は、大型物流倉庫や店舗の設計施工案件などで積極的に提案していきます。

　東北大学、(有)シズメテックと共同開発した「性能可変オイルダンパー（VOD®）」（以下、VOD®）を既存免震建物である奥村組名古屋支店
に設置しました。奥村組名古屋支店は、国土交通省通知「超高層建築物等における南海トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動対策について」
に記載のある「設計時に構造計算に用いた地震動の大きさを上回る可能性が高い地域」に建っており、巨大地震時には建物が免震層の擁壁に
衝突するおそれがありました。この対策として、既設の従来型ダンパーを全数交換する改修工事を行いました。衝突回避のために従来型ダン
パーを増設し減衰力を増加させると、中大地震時には免震効果が抑えられ建物の揺れが強くなりますが、VOD®を適用すると巨大地震時の
みに減衰力が増加するため、擁壁への衝突を回避するとともに中大地震時の免震性能も維持されます。

「自動打設システム」の概要と制御フロー

Ｚスパイラル工法の概要

奥村式鉄骨基礎梁工法の適用部位

奥村組名古屋支店
の外観

施工性確認試験の実施状況

VOD®の設置状況

施工性確認試験による標準工法との配筋時間の比較
奥村式鉄骨基礎梁工法の概要

建設業界は労働者数の減少への対応や次世代への技術継承が喫緊の課題となってい
ます。今回開発した技術は、一般化し誰もが扱えるようになるところまでが必須です。

今後もより安全でより働きやすい建設現場に寄与できるような技術の開発に取り組んでいきます。

インフラが更新期を迎える中、限られた人員や時間で施工できる工法が求め
られています。本技術開発では、力学的試験を重ねながら構造の改良を進め、

要求性能の確保と作業性の大幅な向上を両立させました。本工法が橋梁更新における有効な選択肢として広
く活用され、持続可能な社会基盤の整備に貢献できるよう普及・展開に取り組みたいと思います。

 担当者の声Voice

 担当者の声Voice

技術本部 技術研究所 土木研究グループ　松本　隆太郎

技術本部 技術研究所 土木研究グループ　御器谷　直子

※2 工場であらかじめ作られたコンクリート部材のこと。
※3  あらかじめ圧縮応力（プレストレス）を加えたコンクリートで製作した自動車や人など

の荷重を直接受ける部材のこと。

※4  巨大地震で生じる可能性のあ
る「周期（揺れが一往復するの
にかかる時間）の長いゆっくり
とした大きな揺れ」のこと。免
震建物や高層ビルなどの固有
周期(個々の建物の最も揺れ
やすい周期)はその他の建物
の周期に比べると長いため、
長周期の波と共振しやすく、
共振すると長時間にわたり大
きく揺れる。

VOD®の開発・実建物への適用が評価され、
「第26回日本免震構造協会賞 技術賞」を
受賞しました。

プレキャストＰＣ床版の新しい接合工法「Zスパイラル®工法」を開発

山岳トンネルの覆工コンクリート※1自動打設システムを開発 巨大地震にも対応できる「性能可変オイルダンパー（VOD®）」を開発・実適用

大型の物流倉庫や店舗の合理化設計が可能な「鉄骨基礎梁工法」を開発

VOD一般的な対策
(ダンパー増設）

従来の免震建物
（巨⼤地震対策なし）

巨大地震時の擁壁衝突を防ぎつつ、
中・大地震時に建物に伝わる地震力
も従来の免震建物と同程度にできる。

巨大地震時の擁壁衝突を防ぐことが
可能になるが、中・大地震時に建物
に伝わる地震力は従来の免震建物よ
り増加してしまう。

巨大地震時に、擁壁衝突や免震装置が
損傷する恐れがある。

VODを⽤いた免震建物の⽬標性能 2200

VOD®を用いた免震建物の目標性能
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社会課題解決へ向けた技術開発S



※会社法2条第15号に
　規定する社外取締役

（※）取締役兼務者

副社長執行役員 社長補佐営業担当兼ダイバーシティ担当

小坂 肇

専務執行役員 営業本部技術担当

湯山 和利
営業本部技術担当

大西 亘

常務執行役員 東日本支社長
樫木 正成（※）

営業本部長

金重 昌宏（※）

営業本部営業担当
林 孝憲

クロスアイ統括本部長
兼ＩＣＴ統括センター長管理本部長

松島 弘幸（※）

西日本支社副支社長
土木事業担当

東日本支社副支社長
土木事業担当
梅沢 雄一

岡村 正典

野崎 文隆

営業本部技術担当
竹國 一也

川中 伸彦

久野 和敬

技術本部長

執行役員 東日本支社中央新幹線
神奈川県駅統括工事所長

東日本支社
名古屋支店長

西日本支社
関西支店長

西日本支社国際支店長
兼国際工事部長

安井 義則

北野 孝之

佐藤 彰芳

三村 仁士

町田 博紀

安井 啓祐

藤本 義浩

太田 潤

堀 順一 山本 祐司

中山 秀樹

角谷 嘉泰

加藤 雅一

西日本支社長
小西 邦武（※）

土木本部長
中谷 泰之（※）

西日本支社副支社長
建築事業担当

東日本支社
東京支店長 安全品質環境本部長

管理本部副本部長
西日本支社
関西支店副支店長

東日本支社
札幌支店長

東日本支社
東北支店長

大熊 一由

西日本支社
九州支店長

営業本部副本部長
兼公共営業推進部長
兼民間営業推進部長

営業本部技術担当
中田 峰示

東日本支社副支社長
建築事業担当建築本部長

木村 真也（※）

下部 裕司

町田 義文

営業本部技術担当

西日本支社
広島支店長

西日本支社
四国支店長

取締役（監査等委員）※取締役（監査等委員）※

葊瀨 恭子前田 栄治
取締役（監査等委員）※

西原 健二

代表取締役社長
奥村 太加典

代表取締役
金重 昌宏

代表取締役取締役 取締役
松島 弘幸中谷 泰之 木村 真也

取締役（監査等委員）※

小寺 哲夫
取締役※

上田 理恵子

取締役

執行役員

当社は2019年4月に策定しました「2030年に向けたビジョン」の実現を見据え、「企業価値の向上」、「事業領域の拡大」および「人的
資源の活用」を事業戦略の基本方針とする中期経営計画を推進しています。同事業戦略を踏まえ、取締役会として備えるべき主なス
キル等を特定し、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランスや多様性等を勘案のうえ適切な構成となるよう努めています。

なお、「企業価値の向上」に資する取り組みとして、ICTの活用による生産性の向上を担うICT統括センター、技術開発の推進等に
よる技術優位性の向上を担う技術本部、「事業領域の拡大」に向けた不動産事業の強化ならびに新規事業の推進を担う投資開発事業
本部、「人的資源の活用」を図るうえで大前提となる安全管理のほか、品質環境管理を担う安全品質環境本部の各本部組織の長には、
それぞれ執行役員等を選任しており、取締役会への陪席などを通じて、各分野の推進状況等を共有することで取締役会の実効性の
向上を図っています。

このほか、独立社外取締役を委員長とし、構成員の過半数を独立社外取締役とする指名・報酬委員会を設置し、取締役の指名・報
酬などの決定プロセスの客観性・透明性の向上を図っており、取締役候補者については、指名・報酬委員会が取締役会の諮問を受け
て審議し、その答申を得たうえで取締役会の決議により決定しています。また、業務執行取締役7名を委員に含むESG/SDGs推進委
員会を設置し、事業活動を通じてサステナビリティを巡る課題に取り組んでいます。

当社の取締役会の構成ならびに各取締役が有する専門性・経験は次のとおりです。

●取締役会の構成に関する考え方

●取締役会の構成

取締役取締役
樫木 正成小西 邦武

取締役（常勤監査等委員）

佐々木 晃

役員一覧 （2025年6月27日現在）

男性

男性

男性

男性

男性

男性

男性

男性

男性

女性 社外 独立

女性 社外 独立

社外 独立

男性 社外 独立

男性 社外 独立
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コーポレート・ガバナンスG



「社会から必要とされ続ける企業」であることを目指し、経営
の公正性・透明性の確保と企業価値の向上のために、企業行
動規範に則り、アカウンタビリティーを最重視した取締役会の
意思決定、監査等委員会のモニタリングを通じてコーポレート・
ガバナンスの充実を図ることとしています。

当社は年に1回、取締役会議長を実施責任者として、各取締
役から取締役会の運営等に関する評価・意見を確認するなど
して、取締役会全体の実効性について分析・評価を行い、取締
役会の機能向上に活用することとしています。

2024年度においては、取締役会評価の結果、当社の取締役
会は引き続き適切に機能しており、取締役会の実効性は概ね
確保されていることを確認しています。

一方で、取締役会のさらなる実効性向上に向けて取り組む
べき課題も抽出されており、今後改善に努めていくとともに、
取締役会評価を毎年実施していくことで、取締役会の実効性
を継続的に高めていくこととしています。

＜取締役（監査等委員である取締役を除く）＞
□方針

取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除く）
の報酬は、職責等を踏まえた適正な水準とすること、業績およ
び企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとなること、
ならびに株主との価値共有に資することを基本方針とし、金銭
報酬としての定額報酬および業績連動報酬（賞与）、非金銭報
酬としての株式報酬により構成することとしています。

社外取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬は、独
立的な立場から経営監督機能を果たすことや、職務が直接業
績と連動しないことを踏まえ、定額報酬のみとしています。

また、報酬の決定プロセスは、客観性と透明性が担保された
ものとしています。

絶えず変動する経営環境の中で、企業として社会的責任を
果たしつつ、事業にともなうリスクを管理し収益を上げていくた
め、内部統制システムの適切な整備、運用を図っています。内
部統制機能の強化および運用状況の検証を図るため、会計監
査を担当する監査室とその他業務執行全般の監査を担当する
コンプライアンス室が連携して内部監査に当たる体制を採って
おり、その監査結果については、適時、取締役会、経営委員会、
代表取締役および監査等委員会に報告され、意思決定および
業務執行ならびに経営監視に反映するようにしています。また、
財務報告に係る内部統制が有効に機能することを確保するため、

「財務報告の基本方針」に則り、システムの継続的な見直しを
行っています。

当社は、コンプライアンスを経営上の重要課題として位置づ
けており、あわせて「コンプライアンスとは、経営理念および企
業行動規範を踏まえた法令、社内規則および企業倫理の遵守
をいう」と定義しています。この経営理念および企業行動規範

コンプライアンスに関する教育等の継続的な取り組みとともに、
法令はもとより企業倫理に則った事業活動を展開しています。

コンプライアンス

●コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

●取締役会の実効性の分析・評価、その結果の概要

●取締役の報酬等

●内部統制システム

●経営理念・企業行動規範

●コーポレート・ガバナンス体制
当社では、独立社外取締役の比率を3分の1以上とすること

で、コーポレート・ガバナンス体制をより一層強化するとともに、
経営の意思決定を迅速化することによって、さらなる企業価値
向上を図ることを目的として、監査等委員会設置会社制度を
採用しています。

取締役会は、取締役13名（社外取締役5名含む）で組織し、
経営に関する重要事項の意思決定および業務執行の監督を
行っています。また、取締役会の専決事項以外の業務執行に関
する重要事項、ならびに取締役会に対する付議事項について
審議、決定する経営委員会（代表取締役、および取締役会にお
いて選定する委員で組織する）の委員に独立社外取締役を加え、
業務執行の適法性・適正性および経営判断の妥当性の確保に
繋げています。さらに、取締役会の任意の諮問機関として、独
立社外取締役を主要な構成員とする指名・報酬委員会（独立
社外取締役を委員長とし、構成員の過半数を独立社外取締役
とする）を設置し、取締役の指名・報酬などの決定プロセスの
客観性・透明性の向上を図っています。

コーポレート・ガバナンス体制

取締役
（監査等委員を除く）

監査室

弁護士

選任・解任

連携

監査

監督

答申諮問

連携

連携 連携

報告

報告

指示

会計
監査人

選任・解任選任・解任

談合防止専門委員会

ESG/SDGs推進委員会
コンプライアンス室

コンプライアンス委員会

取締役
（監査等委員）

監査等委員会（5名）

株主総会

監査

報告

付議
・
報告

連携

取締役会（13名）

監査

指導・助言

内部監査部門

指名・
報酬委員会

独立社外取締役
（5名）

（うち独立社外取締役  5名）

（うち独立社外取締役  4名）

代表取締役
（3名）

各支店

東日本・西日本支社

各本部他

経営委員会 社長

コンプライアンスの浸透、定着と諸施策の審議を目的として、
独立社外取締役、営業、土木、建築、管理の各本部長、弁護士な
どで構成されるコンプライアンス委員会のほか、独占禁止法の
遵守徹底を図るため、社外有識者を招聘した談合防止専門委員
会を設置しています。また、コンプライアンス室では、関連規程
の整備や内部監査、研修を実施し、コンプライアンスの継続的な
定着を図っています。

なお、コンプライアンス違反行為などの未然防止および早期
発見、早期解決を図るため、コンプライアンスに関するさまざま
な相談を受け付ける社内通報制度を設けています。同制度では、
社内、社外（弁護士事務所）に通報窓口を設置し、通報があった場
合には、通報者を保護するとともに通報者への不利益な取り扱
いを禁止しています。

現代社会における個人の権利と利益を尊重するため、その 
基礎となる個人情報を確実に保護・管理しています。

情報システムの機密性・完全性・可用性を確保、向上させる 
ためサイバー攻撃対策に取り組むとともに、全ての役職員を
対象に教育・訓練を行い、情報セキュリティ意識の向上を図っ
ています。

重要な情報システムは、社外のクラウド環境で管理し、災害
などのリスク対策を講じています。

社内に情報セキュリティインシデント対応チームを組成し、
各部門に選任したセキュリティ責任者および外部専門組織と連
携のうえ、インシデントに迅速に対応する体制を整備しています。

お客さまの情報や会社の情報を資産として認識し、不正アク 
セスや情報漏えいの脅威から保護しています。 

急増化・巧妙化・高度化するサイバー攻撃や激甚化する災害
等から個人情報や企業情報の保護を図り、社会と企業活動に
損害を与えない取り組みを進めています。

情報セキュリティ

●コンプライアンス体制

●個人情報の保護

●情報セキュリティの向上

●情報セキュリティ体制の整備

●企業情報の保護

コーポレート・ガバナンス □定額報酬、業績連動報酬および非金銭報酬の割合
定額報酬、業績連動報酬（賞与）および非金銭報酬（株式報

酬）の割合については、業績指標の目標値を達成した場合に概
ね63%、25%、12%となるように設定しています。
□手続き

取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬額
については、定額報酬に係る報酬テーブルおよび同テーブル
等に基づく個人別の支給額、業績連動報酬に係る算定基準お
よび同基準に基づき事業年度終了後に算定する個人別の支給
額、ならびに非金銭報酬に係る役位に応じた個人別の譲渡制
限付株式基準額を、指名・報酬委員会が取締役会の諮問を受
けて審議し、その答申を得たうえで取締役会の決議により決定
することとしています。なお、指名・報酬委員会は、独立社外取
締役を委員長とし、構成員の過半数を独立社外取締役とする
ことで、運営の客観性・透明性を高めています。
＜監査等委員である取締役＞

監査等委員である取締役の報酬は、監査等委員である取締
役の協議により決定しており、独立的な立場から経営監督機能
を果たすことや、職務が直接業績と連動しないことを踏まえ、
定額報酬のみとしています。

を中心に据えて日常業務を遂行するため、重要な業務分野に
おける方針、計画、日常業務を支える規程およびマニュアルを
策定しています。
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統合マネジメントシステム 事業継続計画（BCP）
全社共通の品質、環境、安全衛生等を統合したマネジメントシステム（以下、MS）を構築し、運用ならびに継続的な改善により、事業
活動にともなうリスクと機会を適正に管理することで、業務を効果的かつ効率的に遂行しています。

奥村組マネジメントシステム 顧 

客
（
そ
の
他
の
利
害
関
係
者
を
含
む
）

満 

足

顧 

客
（
そ
の
他
の
利
害

関
係
者
を
含
む
）
（
そ
の
他
の
ニ
ー
ズ
お
よ
び
期
待
を
一
部
含
む
）

要
求
事
項

計 画（P）
①方針展開・マネジメントレビュー
②資源運用管理
③文書・記録管理

運用、支援（D）

情報

情報

インプット

アウトプット

④顧客関連、⑤設計・開発、⑥施工等、
⑦アフターケア、⑧技術支援、⑨購買、
⑩法規制等順守、⑪建設副産物管理、
⑫緊急事態対応

改善（A）
⑭改善

建築物
構造物

パフォーマンス評価（C）
⑬内部監査

経営理念、企業行動規範のもと、ビジョンを実現するために
中期経営計画を最重要課題と位置づけ、社長方針および各本
部長方針を策定し、本部・支社実行計画（要素別の実行計画等）
に展開しています。また、部門、部署および設計・施工プロジェ
クトの目標等に反映し、方針、計画、目標の達成および業務の
継続的改善に取り組んでいます。

当社では職員MSの理解および管理能力を高めるために、
MSに関する教育カリキュラムを体系的に策定し、2年次教育
では日常業務を遂行するための基礎的知識を習得する講義と
産廃処理施設の見学、4年次教育では管理者としての力量を
向上するための講義を実施しています。今後も教育内容を検
証し、より有効性の高い教育に努めていきます。

国際規格 ISO9001、14001および建設業労働安全衛生
MSガイドライン（COHSMS）に基づいて統合MSを構築して
います。

当社ではISO9001、14001については、全社一体で外部
認証を取得しており、2025年2月に受審した外部審査では、品
質、環境面での不適合や観察事項はなく、認証の維持継続が
承認されました。

MSの仕組みや運用における適合性、有効性を評価し、改善
に向けた情報を収集するために内部監査を実施しています。ま
た監査で収集した情報は、関係者に対して周知することで業務
の適正化、効率化および有効性の向上を図るとともに、マネジ
メントレビュー（MR）を通じて全社的な業務改善につなげてい
ます。

●マネジメント・ポリシー ●教育

●外部認証維持

●MS内部監査

講義実施状況

産廃処理施設見学状況

外部審査受審状況（オープニング）

内部監査実施状況（オープニング）

内部監査実施状況（現場巡視）

外部審査受審状況（工事所）

災害対策本部（東京本社）

大地震などの自然災害が発生した場合や感染症が流行して
いる場合においても事業活動を継続ないしは速やかに復旧し、
社会の期待に応えるべく必要な体制を迅速に構築します。

当社は、これまでに培ってきた災害対応のノウハウや感染症
への対応実績をもとに事業継続計画（BCP）を構築しており、
甚大な被害が想定されている首都直下地震や南海トラフ地震
にも備えるため、BCPの継続的な見直しと定期的な訓練・検証
により実効性の強化を図っています。
●事業継続計画（BCP）の基本方針

企業活動に大きな被害を及ぼすおそれのある自然災害が発
生した場合等においても、事業活動を継続ないしは速やかに
復旧し、経営理念に掲げる「社会から必要とされ続ける企業」と
して、社会の期待に応えるべく、そのために必要な体制を構築
します。有事の際には、まず役職員およびその家族の安否確
認と安全の確保に加え、事業活動を展開できる体制を早急に
整え、事業の停止にともなう企業価値の損失を最小限に抑制
する一方、顧客等の支援や建設業の社会的使命とも言うべき
インフラおよび地域の生活基盤の復旧に努めます。また、平時
の取り組みとして、自社および顧客の施設に対し当社の有する
防災・減災の技術を駆使して、有事の際の被害軽減や経済的
な損失の回避を図るとともに、BCPの継続的な改善に取り組
みます。
●震災訓練の実施

2024年11月29日に、防災意識の向上と災害対応手順の確
認を目的とした全社一斉の震災訓練を実施しました。本訓練に
おいては、出勤時間帯の震災発生を想定し、全役職員の安否
や出勤可否の確認訓練、災害対策本部の立ち上げ訓練および
施工中の工事所における被災を想定した対応訓練などを実施
しました。また、今回は大阪市域が甚大な被害を受け、大阪本
社に災害対策本部要員が参集できない場合を想定し、本社災
害対策本部を東京本社（三田ビル）に設置して、情報収集等に
あたる訓練も実施しました。
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中期経営計画

▼
社長方針

▼
本部長方針

▼
本部・支社実行計画

▼
部門目標

▼
部署目標

工事所目標
設計目標

▼
部門目標の評価

▼
本部長・支社長 MR

▼
社長 MR

直近5年間の推移【店内・工事所別、内部監査実施数、指摘件数】

被監査部門・工事所数 指摘件数
店内 工事所 計 不適合事項 指導事項 要観察事項 計

2020年度 34 50 84 7 57 93 157

2021年度 33 59 92 9 125 176 310
2022年度 33 66 99 12 123 188 323
2023年度 40 53 93 2 85 126 213
2024年度 32 42 74 4 55 70 129
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※2：育児フレックスとは、コアタイムの設定のないフレックス勤務を示す（女性育休取得率は掲載期間全て100%）
※3：男性育休取得率とは、該当事業年度に育児休業等を取得した男性労働者数÷該当事業年度に配偶者が出産した男性労働者数  
※4：度数率とは、100万延べ実労働時間当たりの労働災害による死傷者数で、災害発生の頻度を示す(ただし休業4日以上の労働災害件数で算出) 
　　 強度率とは、1,000延べ実労働時間当たりの労働災害による労働損失日数で、災害の重軽度を示す(ただし休業4日以上の労働災害を対象に算出)  
※5：CCUS（建設キャリアアップシステム）とは、技能者の適正な評価と処遇改善の実現を目的としたシステムを示す
※6：2024年度の施工段階におけるCO₂排出量は、再エネ利用を含む
※7：増減率(%)は、2020年度の値を基準とする         
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連結貸借対照表

前連結会計年度
（2024年3月31日）

当連結会計年度
（2025年3月31日）

資産の部

流動資産

現金預金 30,248 28,714

受取手形・
完成工事未収入金等 172,323 190,568

有価証券 — —

販売用不動産 933 493

未成工事支出金 3,695 5,340

投資開発事業等支出金 1,960 2,247

仕掛品 926 815

材料貯蔵品 582 675

その他 9,937 12,479

貸倒引当金 △ 189 △ 199

流動資産合計 220,418 241,135

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 22,279 20,989

機械、運搬具及び
工具器具備品（純額） 17,235 7,513

土地 35,149 36,296

リース資産（純額） 17 19

建設仮勘定 794 345

有形固定資産合計 75,476 65,164

無形固定資産

のれん 348 —

その他 1,457 1,544

無形固定資産合計 1,806 1,544

投資その他の資産

投資有価証券 68,732 60,397

長期貸付金 58 59

退職給付に係る資産 5,525 8,519

繰延税金資産 2 4

その他 14,661 18,567

貸倒引当金 △ 1,930 △ 1,926

投資その他の資産合計 87,049 85,621

固定資産合計 164,332 152,330

資産合計 384,750 393,466

（単位 : 百万円）

前連結会計年度
（2024年3月31日）

当連結会計年度
（2025年3月31日）

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 52,074 56,999

短期借入金 16,701 43,801

リース債務 6 7

未払法人税等 3,385 2,083

未成工事受入金 19,161 18,133

完成工事補償引当金 627 662

賞与引当金 3,641 3,084

役員賞与引当金 39 21

工事損失引当金 859 2,327

資産除去債務 86 —

仮受消費税等 23,960 29,928

その他 25,824 17,917

流動負債合計 146,367 174,967

固定負債

長期借入金 5,108 5,006

ノンリコース借入金 22,333 20,172

リース債務 15 16

繰延税金負債 18,740 19,876

株式給付引当金 150 348

資産除去債務 393 479

その他 67 143

固定負債合計 46,809 46,043

負債合計 193,176 221,010

純資産の部

株主資本

資本金 19,838 19,838

資本剰余金 26,466 26,510

利益剰余金 107,684 100,276

自己株式 △ 5,316 △ 7,972

株主資本合計 148,673 138,653

その他の包括利益累計額

その他有価証券
評価差額金 34,976 30,212

繰延ヘッジ損益 3,840 5,396

退職給付に係る
調整累計額 1,201 3,023

その他の包括利益
累計額合計 40,017 38,631

非支配株主持分 2,882 △ 4,829

純資産合計 191,573 172,455

負債純資産合計 384,750 393,466

連結財務指標5年サマリー

会計年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度

受注高（個別） 222,224 223,702 279,916 336,883 376,645
売上高 220,712 242,458 249,442 288,146 298,222

事業別売上高
土木事業 104,698 93,306 97,286 103,154 99,024
建築事業 105,106 136,599 139,362 165,185 185,551
投資開発事業等 10,907 12,552 12,793 19,805 13,647

営業利益 12,880 12,647 11,847 13,708 9,731
営業利益率（%） 5.8 5.2 4.7 4.8 3.3

経常利益 14,779 14,012 12,908 14,878 8,926
親会社株主に帰属する当期純利益 10,285 12,541 11,261 12,493 2,722
純資産 167,963 167,425 173,215 191,573 172,455
総資産 329,005 332,348 343,727 384,750 393,466

キャッシュ・フロー
営業活動によるキャッシュ・フロー 23 18,289 17,900 △ 17,139 △ 11,828
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 8,963 △ 2,754 772 1,458 △ 1,492
財務活動によるキャッシュ・フロー 1,722 △ 4,209 △ 1,571 △ 4,304 12,070
現金及び現金同等物の期末残高 20,129 31,622 48,792 28,917 27,440

1株当たり情報
当期純利益（円） 271.89 334.10 306.07 339.30 74.00
純資産（円） 4,471.40 4,540.26 4,673.68 5,123.61 4,894.08

株主還元
1株当たり年間配当金（円） 140 172 223 237 216
配当性向（%） 51.5 51.0 72.9 70.4 292.1 
総還元性向（%） 51.5 76.9 72.9 70.4 391.3 

財務指標
自己資本比率（%） 51.4 50.2 50.0 49.0 45.1 
自己資本利益率（ROE）（％） 　6.3 　7.5 　6.6 6.9 1.5 
株価収益率（PER）（倍） 10.8 8.9 10.2 15.0 57.4

非財務指標5年サマリー
従業員数（人）（4月1日時点） 　2,129 　2,171 2,235 2,319 2,489

女性従業員比率（%） 9.6 9.9 10.3 10.7 10.5
新規採用者数（人）（4月1日時点） 108 109 111 114 139  
　女性新規採用者比率(%) 19.4 14.7 18.9 19.3 15.8  
女性管理職割合(%)(4月1日時点) 2.6 3.0 3.7 3.9 4.2  
年次有給休暇取得率(%)※1 48.9 44.9 49.7 54.4 52.5
男性育休取得率(%) 8.1 11.3 93.8 96.9 105.1  
安全成績 度数率 0.58 0.52 0.43 0.53 0.61 
CO2排出量（t-CO2）　施工段階 49,500 40,400 54,647 59,108 52,846

オフィス 1,930 1,960 1,874 1,673 1,849
建設廃棄物発生量（万t） 62.1 55.0 59.8 52.2 48.6

リサイクル率（%） 96.1 93.6 95.5 94.6 92.0 

（単位 : 百万円）

※1 ｛(取得日数計)/(付与日数計)｝×100(%) 但し、付与日数には繰越日数を含まない
※2	再エネ利用を含む

連結財務情報

※2
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前連結会計年度
自 2023年4月1日
至 2024年3月31日

当連結会計年度
自 2024年4月1日
至 2025年3月31日

売上高 

完成工事高 268,340 284,575

投資開発事業等売上高 19,805 13,647

売上高合計 288,146 298,222

売上原価 

完成工事原価 238,012 253,369

投資開発事業等売上原価 14,942 13,165

売上原価合計 252,954 266,534

売上総利益

完成工事総利益 30,328 31,206

投資開発事業等総利益 4,863 481

売上総利益合計 35,191 31,688

販売費及び一般管理費 21,483 21,956

営業利益 13,708 9,731

営業外収益

受取利息 73 95

受取配当金 1,226 1,361

為替差益 351 —

その他 243 302

営業外収益合計 1,894 1,759

営業外費用

支払利息  606 807

為替差損 — 368

為替予約評価損 — 701

その他 118 686

営業外費用合計 724 2,563

経常利益 14,878 8,926

特別利益   

投資有価証券売却益 3,205 3,599

その他 710 24

特別利益合計 3,915 3,624

特別損失

減損損失 — 13,234

その他 622 742

特別損失合計 622 13,977

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失（△） 18,171 △ 1,426

法人税、住民税及び事業税 5,770 4,957

法人税等調整額 237 160

法人税等合計 6,008 5,118

当期純利益又は当期純損失（△） 12,163 △ 6,545

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △ 329 △ 9,268

親会社株主に帰属する当期純利益 12,493 2,722

連結キャッシュ・フロー計算書
（単位 : 百万円）

前連結会計年度
自 2023年4月1日
至 2024年3月31日

当連結会計年度
自 2024年4月1日
至 2025年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失（△） 18,171 △ 1,426
減価償却費 4,340 4,123
減損損失 — 13,234
のれん償却額 29 29
貸倒引当金の増減額（△は減少） 34 5
退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △ 313 △ 311
完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 122 35
賞与引当金の増減額（△は減少）  178 △ 557
役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1 △ 17
工事損失引当金の増減額（△は減少） △ 706 1,467
株式給付引当金の増減額（△は減少） 150 198
受取利息及び受取配当金 △ 1,300 △ 1,456
支払利息 606 807
有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △ 3,205 △ 3,599
為替予約評価損益（△は益） — 701
売上債権の増減額（△は増加） △ 39,868 △ 18,244
未成工事支出金の増減額（△は増加） △ 514 △ 1,645
その他の棚卸資産の増減額（△は増加） △ 672 171
仕入債務の増減額（△は減少） 1,920 2,479
未成工事受入金の増減額（△は減少） 6,566 △ 1,028
その他 1,863 △ 1,027
小計 △ 12,595 △ 6,060
利息及び配当金の受取額 1,300 1,456
利息の支払額 △ 445 △ 612
法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △ 5,398 △ 6,611
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 17,139 △ 11,828

投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の純増減額（△は増加） 205 —
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △ 208 △ 174
有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による収入 4,209 5,728
有形及び無形固定資産の取得による支出 △ 2,992 △ 6,635
有形及び無形固定資産の売却による収入 354 0
貸付けによる支出 △ 3 △ 12
貸付金の回収による収入 13 47
その他 △ 119 △ 448
投資活動によるキャッシュ・フロー 1,458 △ 1,492

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△は減少） 9,993 26,000
長期借入れによる収入 2,000 1,000
長期借入金の返済による支出 △ 4,001 △ 1
ノンリコース借入金の返済による支出 △ 3,669 △ 2,161
自己株式の取得による支出 △ 13 △ 2,712
自己株式の売却による収入 0 6
配当金の支払額 △ 8,610 △ 10,053
その他 △ 2 △ 7
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,304 12,070

現金及び現金同等物に係る換算差額 110 △ 225
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 19,875 △ 1,477
現金及び現金同等物の期首残高 48,792 28,917
現金及び現金同等物の期末残高 28,917 27,440

連結損益計算書
（単位 : 百万円）
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MSCI日本株
ESGセレクト・リーダーズ指数

S&P/JPX
カーボン・エフィシェント指数 SBT認定

TCFD
（気候関連財務情報開示タスクフォース） DX認定 ZEBプランナー GXリーグ

健康経営優良法人ホワイト500 PRIDE指標シルバー えるぼし最高位3段階

ビジネスによるLGBT平等サポート宣言 Business for Marriage Equality パラリンアートオフィシャルパートナー スポーツエールカンパニー

·受賞実績

·社外からの評価・参画イニシアチブ

·対話における主なテーマ

·活動状況

経団連
生物多様性宣言
イニシアチブ

名　称 主　催 表彰・受賞対象

2024年度 インフラDXコンペ　優秀技術賞 国土交通省近畿地方整備局 AI安全帯不使用者検知システム「KAKERU」

令和4年度 
エネルギー管理優良事業者等関東経済産業局長表彰 経済産業省 関東経済産業局 技術研究所『研究管理棟のNearly ZEB化を含む

事業所の省エネ改修』

第59回 地盤工学研究発表会　優秀論文発表者賞 公益社団法人 地盤工学会
当社職員『Experimental and numerical study on 
weathered soil improvement by fi ber/cement 
inclusions』

CASBEE-ウェルネスオフィス認証　Sランク 一般財団法人 IBECs クロスイノベーションセンター

ウッドデザイン賞2024 一般社団法人日本ウッドデザイン協会 クロスイノベーションセンター

日建連表彰 第6回 土木賞　他 一般社団法人 日本建設業連合会　他 千代田幹線整備事業

日建連表彰 第4回 土木賞　特別賞 一般社団法人 日本建設業連合会 芽登第二発電所　導水路改造プロジェクト
（電源開発芽登工事所）

令和6年度 技術研究発表会　優秀賞 一般社団法人 全国建設業協会
当社職員『3D BIMモデルを活用した施工検討』

『 鋼矢板をタイケーブルで締め付けることで
狭隘な場所に施工ヤードを造成』

令和4年度 全建賞 一般社団法人 全日本建設技術協会 都市計画道路 門脇流留線（石巻道路工事所）

第26回日本免震構造協会賞　技術賞 一般社団法人 日本免震構造協会 「性能可変オイルダンパー（VOD®）」

令和4年度 木材利用優良施設等コンクール
内閣総理大臣賞 木材利用推進中央協議会 流山市立おおぐろの森中学校

ASIA DESIGN PRIZE　「GOLD賞」　他 DESIGNSORI（韓国）　他 共英製鋼山口事業所 新事務所棟

Arch Design Award 「Golden賞」　他 DAA-Design Award Agency　他 大真空本社工場棟（兵庫県）

令和6年度（第31回） いしかわ景観大賞 石川県 北陸新幹線小松駅、
Komatsu九（小松駅高架下観光交流センター）

受賞実績・外部評価 IR活動

Morningstar 
日本株式 
ジェンダー・ダイバーシティ・
ティルト指数

IR体制
IR活動を統括するIR担当取締役を選任するとともに、社長室および管理本部を中心としたIRチー
ムを編成しています。

対話の方法

国内外の投資家、アナリストとの対話はIRチームが行い、面談の目的および内容の重要性等を考
慮のうえ、必要に応じてIR担当取締役等が対応しています。また、機関投資家・アナリスト向けに、
決算等説明会を年2回、代表取締役主催で開催し、当社グループの現況および事業戦略等に関す
る説明や質疑応答等を通じ、積極的な対話の促進に努めています。
対話内容は、必要に応じて適宜、取締役会へ報告し、情報の共有化を図っています。

開示

当社ウェブサイトに、決算短信等の決算情報、有価証券（半期）報告書、株主総会招集通知および
株主通信等を掲載しています。なお、海外投資家等に向け、決算情報および適時開示情報にかか
る開示文書のほか、株主総会招集通知、アニュアルレポート等を英文にて掲載しています。
そのほか、IRプラットフォーム「ログミーFinance」に決算等説明会の書き起こし記事を掲載してい
ます。

 事業環境、経営成績
（決算および業績予想等）

・セグメント別の事業環境、経営成績
・建設市場の動向、工事の採算性、施工余力
・海外事業の概要
・時間外労働の上限規制の影響
・資材価格・労務費の高騰や人手不足への対応

中期経営計画

・重点施策、計画達成の見通し
・株主還元政策（配当方針、自己株式取得状況等）
・政策保有株式の削減状況
・投資計画の進捗状況
・ESG/SDGsに関するマテリアリティ（重要課題）への取り組み状況

その他
・取締役会の構成の考え方
・採用活動状況
・広報活動状況
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■ 本支社店・関係会社

■ 会社概要（2025年3月31日現在）

社　　名 ： 株式会社 奥村組
創　　業 ： 1907年（明治40年）2月
創　　立 ： 1938年（昭和13年）3月
資  本  金 ： 198億円（2025年3月末現在）
受  注  高 ： 3,766億円（2025年3月期）

本 社 〒545-8555 大阪市阿倍野区松崎町2-2-2
TEL.(06)6621-1101  FAX.(06)6627-5295

東 京 本 社 〒108-8381 東京都港区芝5-6-1
TEL.(03)3454-8111  FAX.(03)5427-8105

ク ロ ス イ ノ ベ ー
シ ョ ン セ ン タ ー

〒100-7022 東京都千代田区丸の内2-7-2（JPタワー22F）
TEL.(050)3828-0270  FAX.(050)3828-0271

技 術 研 究 所 〒300-2612 つくば市大砂387
TEL.(029)865-1521  FAX.(029)865-1522

東 日 本 支 社 〒108-8381 東京都港区芝5-6-1
TEL.(03)3454-8111  FAX.(03)5427-8111

西 日 本 支 社 〒545-8555� 大阪市阿倍野区松崎町2-2-2
TEL.(06)6621-1101  FAX.(06)6623-7692

西 日 本 支 社
ハルカスオフィス

〒545-6026 大阪市阿倍野区阿倍野筋1-1-43
（あべのハルカス26F）
TEL.(06)6621-1101  FAX.(06)6621-1921

札 幌 支 店 〒060-0004 札幌市中央区北四条西2-1-18
（邦洋札幌N4・2ビル）
TEL.(011)261-9261  FAX.(011)251-5345

東 北 支 店 〒980-8482 仙台市青葉区中央2-11-18（T-PLUS仙台広瀬通）
TEL.(050)3495-2020  FAX.(050)3495-2030

東 京 支 店 〒108-8381 東京都港区芝5-6-1
TEL.(03)3454-8111  FAX.(03)5427-8116�

東 関 東 支 店 〒260-0028 千葉市中央区新町18-14(千葉新町ビル)
TEL.(043)241-2255  FAX.(043)244-5911

横 浜 支 店 〒231-0021 横浜市中区日本大通60(朝日生命横浜ビル)
TEL.(045)662-1361  FAX.(045)641-3502�

北 陸 支 店 〒950-0087 新潟市中央区東大通2-3-26(プレイス新潟)
TEL.(025)241-6160  FAX.(025)241-6364

名 古 屋 支 店 〒453-8555 名古屋市中村区竹橋町29-8
TEL.(052)451-1101  FAX.(052)452-4331

関 西 支 店 〒545-6026 大阪市阿倍野区阿倍野筋1-1-43
（あべのハルカス26F）
TEL.(06)6621-1101  FAX.(06)6621-1921

奈 良 支 店 〒630-8241 奈良市高天町38-3（近鉄高天ビル）
TEL.(0742)22-5001  FAX.(0742)27-0192

神 戸 支 店 〒651-0084 神戸市中央区磯辺通2-2-16(三宮南ビル)
TEL.(078)221-9355  FAX.(078)251-3374

広 島 支 店 〒730-0042 広島市中区国泰寺町1-7-22
TEL.(082)241-2246  FAX.(082)243-1416�

四 国 支 店 〒760-0023 高松市寿町2-3-11（高松丸田ビル）
TEL.(087)851-9008  FAX.(087)822-9286

九 州 支 店 〒805-8531 北九州市八幡東区山王2-19-1
TEL.(093)671-3131  FAX.(093)661-1543�

福 岡 支 店 〒810-0022 福岡市中央区薬院1-13-8(九電不動産ビル)
TEL.(092)741-4431  FAX.(092)741-4740

台 湾 支 店 台北市大同區承徳路一段２號16F-2
TEL.010-886-2-2311-7080
FAX.010-886-2-2311-7076

売  上  高 ： 2,982億円（2025年3月期）
従業員数 ： 2,419名（2025年3月末現在）
本　　社 ： 大阪市阿倍野区松崎町2-2-2
事業内容 ： 建設工事の設計および施工、建設コンサルタント
　　　　　業務、都市再開発事業、不動産事業ほか

株式会社 奥村組 ウェブサイトのご案内

https://www.okumuragumi.co.jp

主な関係会社

奥村機械製作株式会社
〒555-0033　大阪市西淀川区姫島3-5-26  
　　　　　　　　TEL.(06)6472-3461  FAX.(06)6477-6801

太平不動産株式会社
〒108-0014　東京都港区芝5-16-7（芝ビル）
　　　　　　　　TEL.(03)5439-5401  FAX.(03)5439-5402
　
石狩バイオエナジー合同会社
〒061-3242　石狩市新港中央2-763-3
　　　　　　　　TEL.(0133)77-5318  FAX.(0133)77-5319

平田バイオエナジー合同会社
〒963-8204　福島県石川郡平田村大字鴇子字坪内23-8
　　　　　　  【1号発電所】 TEL.(0247)57-7351  FAX.(0247)57-7352
　　　　　　  【2号発電所】 TEL.(0247)57-6562  FAX.(0247)57-6563

企業情報株式の状況 （2025年3月31日現在）

（注）	 1．当社は自己株式2,167,029株を保有していますが、上記から除いています。
	 2．持株比率は、自己株式を除いて算出しています。
	 3．�奥村太加典氏の持株数には、奥村組役員持株会における本人持分を含めていま

せん。

■ 株式の総数・株主数

■ 所有者別分布状況

■ 大株主
■ 株式等に関するマイナンバーのお届出のお願い

■ 単元未満株式の買取・買増請求について

■ 株主総会資料の電子提供制度について

■ 特別口座について

■ 株主メモ

株式の配当金等をお受取りになる場合には、所得税法などにより株主
様のマイナンバーのお届出が義務付けられています。お届出が済ん
でいない株主様は、下記「株式に関する各種手続きのお問合せ先」ま
でご連絡ください。

証券市場においてご売却ができない単元未満株式（当社の場合は100
株未満）については、当社に対して買取請求（売却）することや、単元株
式数（100株）になるよう買増していただくことができます。買取請求や
買増請求をご希望の株主様は、下記「株式に関する各種手続きのお問
合せ先」までご連絡ください。

株主総会資料の書面での受領を希望される株主様は、株主総会の基
準日までに「書面交付請求」の手続きが必要となりますので、下記「株式
に関する各種手続きのお問合せ先」までご連絡ください。

株券電子化前に株式会社証券保管振替機構（ほふり）を利用されてい
なかった株主様には、株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式
会社に口座（特別口座といいます。）を開設しております。特別口座の
株式は、証券市場においてご売却ができないなどの制約があり、ご売
却に際しましては、特別口座から証券会社等の口座へ振替申請してい
ただく必要があります。振替申請をご希望の株主様は、下記の三井住
友信託銀行株式会社証券代行部（特別口座の口座管理機関）までご連
絡ください。

発行可能株式総数…………………………… 96,000,000株
発行済株式の総数…………………………… 38,665,226株

（自己株式2,167,029株を含む）
株主数………………………………………………… 30,473名

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
基 準 日

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関
株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

（ 郵 便 物 送 付 先 ）

（ 電 話 照 会 先 ）

（ ウ ェ ブ サ イ ト ）

公 告 の 方 法

毎年４月１日から翌年３月３１日まで
毎年６月開催
定時株主総会の議決権　　　毎年3月31日
期末配当金　　　　　　　　毎年3月31日
中間配当金　　　　　　　　毎年9月30日

三井住友信託銀行株式会社

大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
　　 （0120）782-031
受付時間 9：00～17：00（土日休日を除く）
https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/
当社ウェブサイトに掲載

（当社ウェブサイト）https://www.okumuragumi.co.jp

38,665,226株
発行済株式総数

0.9％
（342千株）

45.3％
（17,519千株）

個人・その他

13.4％
（5,169千株）

外国人

10.3％
（4,001千株）

その他国内法人

証券会社

30.1％
（11,631千株）

金融機関

株主名 持株数（千株）持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,644 15.5

奥村組従業員持株会 2,025 5.6

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,538 4.2

株式会社りそな銀行 1,214 3.3

住友不動産株式会社 1,210 3.3

STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY 505001 833 2.3

日本生命保険相互会社 643 1.8

株式会社三井住友銀行 556 1.5

奥村 太加典 472 1.3

THE BANK OF NEW YORK, TREATY 
JASDEC ACCOUNT 466 1.3

●届出住所等の変更
●マイナンバーのお届出
●単元未満株式の買取・買増請求　など

●株主総会資料の書面交付請求

お取引きの証券会社

お取引きの証券会社　　または

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
 （0120）782-031
受付時間9:00～17:00（土日休日を除く）

三井住友信託銀行株式会社　専用ダイヤル
 （0120）533-600
受付時間9:00～17:00（土日休日を除く）

株式に関する各種手続きのお問合せ先

お手続きの内容 証券会社に口座をお持ちの場合 証券会社等に口座をお持ちでない場合
（特別口座の場合）

よくあるご質問（FAQ）　https://faq-agency.smtb.jp/?site_domain=personal
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